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奈良県税務総合システム用端末機器等の借入れに係る仕様書

調達の目的
調達する奈良県税務総合システム用端末機器等（以下「新機器等」という。）は、平成２６年１月から借り入れている現在稼動中の端末機器等（以下「現行機器等」という。）を更新するために調達するものである。
税務に関するシステムは、税務系ネットワークを通じて税務総合システム、顔認証システム、電子申告システム、国税連携システム及びＯＳＳシステム（以下「既存システム」という。）が有機的に結合して税務事務を支えている。
新機器等の搬入、設置、調整にあわせて、既存システムの動作環境構築についても履行するものとする。
なお、汎用機（プリンタ等関連機器を含む。）その他既存システム機器等を使って既存システムの運用、管理等の電算業務を行っているため、新機器等に更新後も既存システムのアプリケーションが完全に動作し、上記の電算業務を引き続き支障なく運用できることが必須条件である。

調達の概要
（１）調達業務名
「奈良県税務総合システム用端末機器等の借入れ」
（２）借入期間
　　　平成３１年１月１日～平成３５年１２月３１日
（３）履行場所
・奈良県情報管理棟マシン室　　奈良市登大路町３０番地（県庁情報管理棟）
　　　・奈良県総務部税務課電算室　　奈良市登大路町３０番地（県庁情報管理棟）
・奈良県総務部税務課　　　　　奈良市登大路町３０番地（県庁主棟）
　　　・奈良県奈良県税事務所　　　　奈良市法蓮町７５７（奈良県奈良総合庁舎）
・奈良県中南和県税事務所　　　橿原市常盤町６０５－５（奈良県橿原総合庁舎）
・奈良県中南和県税事務所高田窓口センター
　　　　　　　　　　　　　　　大和高田市片塩町１２－５（大和高田市市民交流センター）
　　　・奈良県中南和県税事務所吉野窓口センター
　　　　　　　　　　　　　　　　　　吉野郡吉野町上市１３３（吉野町中央公民館）
・奈良県自動車税事務所　　　　大和郡山市満願寺町６０－１（奈良県郡山総合庁舎）
・奈良県自動車税事務所自動車税第二課
　　大和郡山市額田部北町９８１－８（奈良運輸支局・㈱奈良県
自動車会館）
（４）調達業務内容
　　　・新機器等に必要となるハードウェアの借入れ及びソフトウェア・プログラムプロダクトの使用許諾権
・新機器等の搬入・設置・調整作業
・現行機器等を新機器等に更新する際に必要なネットワーク接続、プログラムプロダクトのセットアップ、稼働テスト、現行機器等に蓄積されているプログラム及びデータ等の資産の移行作業
　　　・顔認証システムクライアントのセットアップ、設定及び動作確認（顔認証システムライセンスは奈良県保有のライセンスをインストールすること。）
・平成２８年度に調達した端末（以下「追加端末」という。）のWindows10へのバージョンアップ等、新機器等と同じ環境にするために必要な作業
・既存システムの動作確認等
・新機器等の保守
・借入れ終了時の情報漏えい対策・撤去・回収作業

調達する新機器等の仕様
（１）新機器等を構成するハードウェア、ソフトウェア等の仕様及び数量は別紙１のとおりとする。
（２）設置場所別の設置数量内訳は別紙２のとおりとする。

新機器等の搬入・設置・調整
（１）新機器等の搬入・仮設置に伴う電源・通信ケーブル接続、機器調整
新機器等の借入れ開始は平成３１年１月からであるが、事前の動作確認等の作業が必要であるため、奈良県が指示する時期及び場所に新機器等の搬入、仮設置、調整等を行うこと。詳細については、別紙２を参照のうえ、奈良県の指示に従うこと。
新機器等への更新にあわせて端末アプリケーションVisualBasic6.0をVisualBasic.NETに移行する業務を別途委託している。当該業務における確認テスト作業を行うため、一部の機器等については、早い時期に搬入、仮設置を行うこと。税務課及び各税事務所の各係に１台ずつ、平成３０年１０月中の仮設置を基本とするが、詳細については奈良県の指示に従うこと。
（２）新機器等の本設置
新機器等を奈良県が指示する２（３）の最終設置位置に本設置すること。本設置に伴う移設に際しては、仮設置場所の原状回復を図ること。また、新機器等の設置に伴い、現行機器等の移設を行うこと。
現行のサーバラックを継続利用するため、新機器等の設置に伴い、現行サーバ等の移設の必要がある場合は、当該移設も行うこと。
（３）電源工事
新機器等の仮設置及び本設置にあたり、現状の電源容量、系統等を確認し、奈良県と協議のうえ、必要な電源工事を行うこと。
（４）ネットワーク接続工事
新機器等の設置にあたり、必要となる全てのネットワーク接続を行うこと。ケーブル長については、後日に若干の移動を行うことがあるため、あらかじめ奈良県が指示する余長をもたせて配線を行うこと。本設置の際は、接続先がわかるようにケーブル類にはタグ等をつけるとともに、機器にはマシン名等を識別できるシールを貼ること。
（５）調整作業
新機器等に必要となるソフトウェアのインストール及び初期設定作業を行い、作業完了後に動作確認を行うこと。
（６）その他
新機器等の納品完了後及び本番稼働後においても奈良県が必要と認めた場合には、既存システムとの動作確認及び不具合修正等の対応を行うこと。

新機器等への更新作業
（１）調整
奈良県、既存システム機器等の納入業者及び保守業者並びにVisualBasic.NET移行業務受託業者と更新において必要となる作業の全体調整を行うこと。
（２）スケジュール立案
新機器等の搬入・設置・調整、データ移行、テスト、本番への切り替え等において必要となる作業のスケジュールを立案し、奈良県の承認を得ること。
（３）新機器等のシステムジェネレーション（ＳＧ）作業
汎用機（日本電気㈱ ｉ－ＰＸ９０００／Ｓ３６２）その他既存システム機器等との接続性、既存システム機器等の機能との互換性を検証したうえで、新機器等のＯＳやソフトウェア等のインストールを行い、既存システムに必要となる機能を活用できるように初期設定を行うこと。設定後、運用に支障のないことをテストにより証明すること。作業の範囲及び対象については、奈良県と協議すること。
（４）周辺機器接続・設定調整
ページプリンタ、ドットインパクトプリンタ、ＩＰ電話等を接続のうえ、設定値を調整し、機器制御に支障のないことを確認すること。

既存システムの動作環境構築・アプリケーション改修作業
（１）機器更新に伴う改修
サーバ、端末、プリンタ等の機器更新及びＯＳ変更に伴い、既存システムが新機器等で正常に動作するように設定・改修を行う必要があるが、大部分はVisualBasic.NET移行業務委託において実施するため、本調達においては以下の作業を行うこと。
・帳票配信機能の動作確認及び設定・改修
・本設置時のVisualBasic.NETプログラムの同期確認及び基本動作確認
（２）追加端末のバージョンアップに伴う改修
追加端末のWindows10へのバージョンアップ等により追加端末において既存システムが正常に動作するかの動作確認及び設定・改修を行うこと。

サーバ機能の再構築
汎用機との基幹連携機能は奈良県ハードウェア統合基盤の仮想サーバにおいて実装しているが、同機能は新機器等に移行し、当該仮想サーバでは以下の機能を実装するよう設定すること。なお、当該仮想サーバの現在のＯＳはWindows Server 2012であるが、Windows Server 2016のライセンスは奈良県にて用意する。
・ドメイン管理（冗長化部分）
　　・アンチウィルス運用管理
　　・その他上記に付随する機能

保守
（１）新機器等を常に良好な状態に保ち、安定的かつ効率的に運用するために、保守を行うこと。
（２）ハードウェアの保守対象は、保守対象と指定する物件（プリンタートナー、バッテリー等の消耗品は除く。）とする。ソフトウェアの保守対象は、保守対象と指定するもの及び保守対象に指定しないものうち、カスタマーサポートを受ける必要があるもの（メーカーが保守対象としていないものを除く。）とする。
（３）保守の連絡先（窓口）は、原則一つになるよう体制を整備すること。
（４）ハードウェア障害時の対応は、以下の日時について、原則２時間以内に対応出来るよう機器等に精通した保守要員の体制をとり、原則として１２時間以内に復旧できるようにする。ただし、繁忙期（年間５日程度）については、休日対応を依頼することがある。
　　　　曜日　祝祭日及び年末年始（１２月２９日から１月３日まで）を除く月曜日から金曜日
　　　　時間　８：３０～２１：００
（５）サーバ及びドットインパクトプリンタについては、予防保守のため、６ヶ月に１回以上の定期点検を行うこと。
（６）保守点検拠点は奈良県内に有するものとし、保守交換用部品のうち緊急度、重要度の高いにものについては、即時に配備できるようにすること。
（７）預かり修理及び保守業者の持ち込み修理は認めない。
（８）ソフトウェアの保守については、Ｑ＆Ａサポート、パッチ媒体及びパッチ情報提供を行うこと。
　　　下記ソフトウェアに関しては、サポート期限が切れないようにバージョンアップを行うこと。
　　　　・アンチウィルスソフト（Trend Micro ウィルスバスター）
　　　　・デバイス制御ソフト（ラネクシー DeviceLock）
（９）保守サポートとして、主に以下の対応をすること。
　　　　・サーバディスク使用率の毎月の確認及び使用率90％超過時の対応
　　　　・各端末のネットワーク接続、ドメイン管理の定期的な状況確認
・税務系ネットワークにおける障害への対応
・簡易照会システム、電子申告システム、国税連携システム、ＯＳＳシステムとのデータ連携処理異常終了時の対応支援
　　　・ＯＳＳ共同利用化システム障害時の対応支援
[bookmark: _GoBack]　　　・ＯＳＳサーバプロパティ値の変更（年１回を限度）
　　　・ＯＳＳ共同利用化システムの翌年分カレンダー登録
・計画停電時の対応支援
・外字登録作業の支援
　　　・フォルダアクセス制御、ドメイン管理、ウィルス対策、外部媒体制御、バックアップ等の運用方法変更時の対応支援
（10）保守の結果については、１ヶ月に１度開催する定例会において文書にて報告すること。

その他
（１）別紙３に示すシステム連携機能がすべて問題なく動作すること。
（２）税務系ネットワークの概略については別紙４を、奈良県ハードウェア統合基盤については別紙５を参照すること。
（３）新機器等の動作確認を行う都合上、現行機器等との併設が必要となる。併設時に本番運用に支障がないように新機器等の設置を行うこと。
（４）既存システムに新機器等の定義登録等の作業が必要となる場合は、変更作業を実施すること。
（５）新機器等の設定内容及び既存システムの動作に問題がないことを確認し、奈良県の了承を得ること。新機器等で既存システムが動作しないと奈良県が判断した場合は、奈良県が適合規格承認を出した構成であっても、奈良県と協議のうえ、既存システムが完全に稼動する機器等への交換または既存システムへの必要な設定等の対応を行うこと。
（６）新機器等及び追加端末のワープロ、表計算その他奈良県が必要と認めるソフトウェアについては、新元号に対応できるようバージョンアップ用のツールを提供すること。なお、ツールの展開および実施は奈良県側で行う。
（７）既存システム機器等の設定変更等を伴う場合は、奈良県と協議のうえ、受託業者の責任において対応すること。
（８）現在バックアップ回線としてＩＮＳ回線を使用しているが、本調達にあわせて光回線に変更するため、当該変更に伴い必要な作業を行うこと。
 （９）平成３０年度中にＬＧＷＡＮ回線の冗長化が実施される予定であるため、当該変更に伴い必要な作業を行うこと。
（10）奈良県が指定する端末（１５台程度）については、奈良県が別に有する統合宛名システムに接続できるように設定すること。
（11）サーバのフォルダアクセス制限を係単位まで細分化できるように設定すること。
（12）本調達と別に中南和県税事務所に設置している国税連携端末２台について、帳票配信機能を利用できるように設定すること。
（13）ソフトウェアは、明確な指定がある場合は指定のものとし、ない場合は最新のバージョンとする。ただし、ＯＳ等との関係等によりソフトウェアが動作しない場合は、同等のものに変更することができる。
（14）ソフトウェアのマスターディスクが標準添付されていない場合は１式（１セット）含めること。      　
（15）新機器等の手引等、操作運用に必要なマニュアルやソフトウェアのマニュアルを添付すること。全てのマニュアルは日本語版であること。
（16）新機器等の操作、運用等について、職員及び既存システムの運用を行うＳＥ及びマシンオペレータが対応できるように、機器等に熟知した技術員等により説明・教育を行うこと。
（17）本仕様を満たし動作させるために必要な部品等については、仕様に明記していない場合であっても用意すること。
 （18）新機器等設置後の空き箱、保護材等については、受託者において処分すること。
（19）賃貸借期間（再リース期間を含む）終了後は、新機器等をデータ消去して撤去回収するものとし、その費用も負担すること。
